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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期 

第１四半期 
連結累計期間 

第57期 
第１四半期 

連結累計期間 
第56期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 3,191,863 3,318,351 12,395,933 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 89,398 △159,558 △887,519 

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 66,917 △178,560 △7,042,241 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 165,571 △130,615 △6,754,682 

純資産額 （千円） 28,898,894 21,521,483 21,978,406 

総資産額 （千円） 34,045,024 27,873,079 28,328,450 

１株当たり四半期純利益金 

額又は１株当たり四半期 

（当期）純損失金額（△） 

（円） 4.02 △10.74 △423.51 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 84.9 77.2 77.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 903,934 △127,159 1,210,565 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △99,548 △390,648 △504,096 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △313,993 △315,808 629,152 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円） 10,937,058 10,948,671 11,782,287 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第56期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

第56期及び第57期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間から、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親

会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間から、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）における我国の経済は、政府主導の景気対

策等により企業業績が堅調に推移するとともに、個人消費も持ち直しの兆しが見られ、景気は緩やかな回復基調で

推移しました。

このような状況の中、当社グループにおける第１四半期連結累計期間の業績は、電子売上においては、PND（簡

易型カーナビゲーション）関連の主要取引先における新製品発売の遅れや市場の飽和化の影響もあり、売上高は９

億円となり、前第１四半期連結累計期間に対して２億69百万円減少いたしました。また、市販出版物では、改訂版

商品の返品が前連結会計年度末に前倒計上されたことによる影響で、当第１四半期における返品が大幅に減少した

ことに加え、国内ガイドシリーズ『たびまる』の改訂出版に伴う売上が増加したことにより市販出版物の売上高は

20億86百万円となり、前第１四半期連結累計期間に対して３億59百万円増加いたしました。特別注文品、広告収入

等におきましては前年同期に対して若干上回る売上を獲得しております。これにより売上高合計は前第１四半期連

結累計期間に対して１億26百万円（4.0％）増加し、33億18百万円となりました。

しかし損益面におきましては、前連結会計年度におけるデータベースの減損処理に伴いその償却負担が減少した

一方で、退職給付会計における費用負担増や返品調整引当金繰入額の増加、また利益率の高い電子売上の売上減少

の影響もあり売上原価が増加したことに加え、新規事業であるインバウンド事業での先行投資の増加や貸倒引当金

の計上等による販売費及び一般管理費の増加により、営業損失１億73百万円を計上することとなりました（前年同

期は、営業利益72百万円）。これに伴い、経常損失は１億59百万円となりました（前年同期は、経常利益89百万

円）。この結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億78百万円となりました（前年同期は、親会社株主に帰

属する四半期純利益66百万円）。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、278億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億55百万円

（1.6％）減少いたしました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が１億32百万円、ソフトウェアが76百万円、

投資有価証券が２億57百万円増加した一方で、現金及び預金が８億33百万円、商品及び製品が80百万円、仕掛品が

52百万円減少したことであります。負債合計は、63億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ１百万円

（0.0％）増加いたしました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が３億65百万円、賞与引当金が１億84百万円

減少した一方で、返品調整引当金が２億９百万円、流動負債その他が３億62百万円増加したことであります。純資

産においては、利益剰余金において親会社株主に帰属する四半期純損失の計上に加え、剰余金の配当を実施したこ

とにより、５億11百万円減少いたしました。これにより純資産合計は４億56百万円（2.1％）減少し、215億21百万

円となりました。 

この結果、自己資本比率は77.2％と0.4ポイント悪化しております。 
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の残高（以下「資金」という。）は、109

億48百万円となり、前連結会計年度末と比較して８億33百万円の減少となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は１億27百万円となり、前年同期が９億３百万円の資金の獲得であったことに比

べ、10億31百万円の減少となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純損失が１億58百万円となり、２億47百万円減少したことに加え、たな卸資

産が１億33百万円の減少となり、２億16百万円減少したこと、返品調整引当金の増加額が２億７百万円増加した

一方で、売上債権が１億32百万円の増加となり、８億33百万円増加したこと、仕入債務の減少額が２億46百万円

増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は３億90百万円となり、前年同期に比べ２億91百万円（292.4％）増加しました。

これは主に、投資有価証券の取得による支出が１億97百万円、無形固定資産の取得による支出が85百万円それ

ぞれ増加したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は３億15百万円となり、前年同期に比べ１百万円（0.6％）増加しました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が６百万円減少した一方で、配当金の支払額が８百万円増加したこ

とによるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた問題はあ

りません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、28百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,307,750 同左
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 17,307,750 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

   
株式会社昭文社

第１回新株予約権

株式会社昭文社

第２回新株予約権

株式会社昭文社

第３回新株予約権

決議年月日   平成27年５月29日 平成27年５月29日 平成27年５月29日

新株予約権の数（個）   6,000 1,300 1,000

新株予約権のうち

自己新株予約権の数（個）
  － － －

新株予約権の目的となる

株式の種類
  普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる

株式の数（株）
（注）１ 600,000 130,000 100,000

新株予約権の行使時の

払込金額（円）
（注）２ 847 1,058 1,694

新株予約権の行使期間 （注）３ 
自 平成27年６月15日

至 平成31年12月27日

自 平成27年６月15日

至 平成31年12月27日

自 平成27年６月15日

至 平成31年12月27日

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の

株式の発行価格及び

資本組入額（円）

  （注）４ （注）４ （注）４

新株予約権の行使の条件  
各本新株予約権の一部

行使はできない。

各本新株予約権の一部

行使はできない。

各本新株予約権の一部

行使はできない。

新株予約権の譲渡に

関する事項
 

本新株予約権の譲渡に

は当社取締役会の承認

を要するものとする。 

本新株予約権の譲渡に

は当社取締役会の承認

を要するものとする。 

本新株予約権の譲渡に

は当社取締役会の承認

を要するものとする。 

代用払込みに関する事項   該当事項なし。 該当事項なし。 該当事項なし。 

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関する

事項

  該当事項なし。 該当事項なし。 該当事項なし。

（注）１．(1)本新株予約権１個の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当

社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数（以下、「交付株式

数」という。）は、100株とする。ただし、本欄(2)乃至(4)により交付株式数が調整される場合には、本

新株予約権の目的となる株式の総数も調整後交付株式数に応じて調整されるものとする。
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(2)当社が（注）２．(3)の規定に従って、行使価額（（注）２．(2)に定義する。）の調整を行う場合には、

交付株式数は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものと

する。

 
調整後交付株式数 ＝

調整前交付株式数×調整前行使価額       

調整後行使価額

上記算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、（注）２．(3)に定める調整前行使価額及び調

整後行使価額とする。

(3)調整後交付株式数の適用日は、当該調整事由に係る（注）２．(3)②及び⑤による行使価額の調整に関

し、各調整事由毎に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4)交付株式数の調整を行うときは、当社は、調整後交付株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権の

新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前交付株式数、調整後交付株式数及びそ

の適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、適用開始日の前日までに上記通知を行うこと

ができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

２．(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額（以下に定義する。）に

当該行使に係る本新株予約権の交付株式数を乗じた額とする。

(2)本新株予約権の行使により、当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財

産の価額（以下、「行使価額」という。）は、第１回新株予約権、第２回新株予約権及び第３回新株予約

権について、それぞれ847円、1,058円及び1,694円とする。ただし、行使価額は本欄(3)①の定めるところ

に従い調整されるものとする。

(3)行使価額の調整

①当社は、当社が本新株予約権の発行後、本欄(3)②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」と

いう。）をもって行使価額を調整する。

 

 

 

調整後行使価額 

 

 

 

 

＝ 

 

 

 

 

調整前行使価額 

 

 

 

 

× 

 

既発行株式数 ＋ 
交付株式数 × 

1株当たりの 

払込金額 

時価 

既発行株式数＋交付株式数 

②行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。

イ 本欄(3)④ロに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合（ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若

しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付

する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下、同じ。）の翌日以降又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

ロ 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当ての効力発生

日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通株式の株

主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

ハ 本欄(3)④ロに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され

若しくは取得を請求できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債を発行（無償割当ての場合を含む。）する場合

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）その他の証券又は権利（以下、「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条

件で転換、交換又は行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を適用し

て算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合

は割当日）以降、又は無償割当てのための基準日がある場合はその日（基準日を定めない場合には

効力発生日）の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、転換、交換又は行使に対して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行

- 5 -



されている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社

普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確

定した日の翌日以降これを適用する。

ニ 本欄(3)②イ乃至ハの各取引において、当社普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日が設定され、かつ、無償割当ての効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当

社の機関の承認を条件としているときには、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降

これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により当社普通株式を交付する。この場合、１株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。なお、株式の交付については別記「株式の交付方

法」の規定を準用する。

 
株式数＝ 

(調整前行使価額 － 調整後行使価額) × 
調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

「株式の交付方法」

・当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに社債、株式等の振替に関する法律第

130条第１項及びその他の関係法令に定めるところに従い、当社普通株式を取り扱う振替機関

に対し、当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。

③行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満に留まる限

りは、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、

行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。

④イ 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ロ 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値の

ない日数を除く。気配値表示を含む。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位

まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ハ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控

除した数とする。

⑤本欄(3)②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権

者（本新株予約権を保有する者をいう。以下、同じ。）と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額

の調整を行う。

イ 株式の併合、合併、会社法第762条第１項に定められた新設分割、会社法第757条に定められた吸収

分割、株式交換又は株式移転のために行使価額の調整を必要とするとき。

ロ その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整

を必要とするとき。

ハ 当社普通株式の株主に対する他の種類の株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とすると

き。

ニ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥本欄(3)①乃至⑤により行使価額の調整を行うときには、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を当該適用開始

日の前日までに本新株予約権者に通知する。ただし、適用開始日の前日までに上記通知を行うことがで

きない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

３．別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に従って本新株予約権が取得される場合、取得される

本新株予約権については、当該取得に係る通知又は公告で指定する取得日の５営業日前までとする。

「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」

・当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日を定めたときは、会社法第273条第２項及び第３項

の規定に従って１ヵ月前に通知又は公告をした上で、かかる通知又は公告で指定した取得日に、又は

当社の普通株式につき上場廃止が決定されたときは上場廃止日に、その時点において残存する本新株

予約権の全部を本新株予約権１個につき発行価額と同額で取得する。
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・当社は、当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画が株主総会（株主総会の決議を

要しない場合は、取締役会）で承認されたときは、会社法第273条第２項及び第３項の規定に従って通

知又は公告した上で、当社取締役会が別途定める日に、その時点において残存する本新株予約権の全

部を本新株予約権１個につき発行価額と同額で取得する。

４．(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の行

使に際して払込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、当

該行使時点で有効な交付株式数で除した額とする。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の規

定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合

はその端数を切り上げた金額とする。また、本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加

する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じて得た額とする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年６月26日（注） － 17,307,750 － 9,903,870 △2,000,000 8,708,236

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     679,700 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  16,584,300 165,843 同上

単元未満株式 普通株式      43,750 － －

発行済株式総数 17,307,750 － －

総株主の議決権 － 165,843 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社昭文社
東京都千代田区

麹町3-1
679,700 － 679,700 3.92

計 － 679,700 － 679,700 3.92

（注） 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数（単元未満株式を除く）は、679,800株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,357,006 10,523,333 

受取手形及び売掛金 3,081,905 3,214,497 

有価証券 1,025,280 1,025,337 

商品及び製品 1,576,603 1,496,194 

仕掛品 350,861 297,981 

原材料及び貯蔵品 6,411 6,045 

その他 82,994 114,813 

貸倒引当金 △538 △583 

流動資産合計 17,480,525 16,677,620 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,545,199 2,513,115 

土地 4,213,950 4,213,950 

その他（純額） 130,424 129,081 

有形固定資産合計 6,889,574 6,856,146 

無形固定資産    

データベース － 44,200 

ソフトウエア 316,332 393,209 

その他 9,412 9,352 

無形固定資産合計 325,745 446,762 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,043,170 2,300,348 

退職給付に係る資産 1,356,154 1,367,886 

その他 614,488 658,817 

貸倒引当金 △381,208 △434,502 

投資その他の資産合計 3,632,605 3,892,549 

固定資産合計 10,847,925 11,195,458 

資産合計 28,328,450 27,873,079 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,305,829 940,786 

短期借入金 770,000 770,000 

1年内返済予定の長期借入金 50,017 41,686 

未払法人税等 67,244 35,549 

賞与引当金 362,405 177,887 

返品調整引当金 607,277 816,851 

その他 719,950 1,082,764 

流動負債合計 3,882,723 3,865,525 

固定負債    

社債 1,000,000 1,000,000 

長期借入金 20,838 14,589 

繰延税金負債 1,134,888 1,149,275 

役員退職慰労引当金 224,500 230,100 

退職給付に係る負債 85,002 90,014 

その他 2,092 2,092 

固定負債合計 2,467,320 2,486,070 

負債合計 6,350,044 6,351,596 

純資産の部    

株主資本    

資本金 9,903,870 9,903,870 

資本剰余金 10,708,236 10,708,236 

利益剰余金 1,000,683 489,562 

自己株式 △525,281 △525,371 

株主資本合計 21,087,507 20,576,296 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 936,631 980,356 

退職給付に係る調整累計額 △45,732 △41,513 

その他の包括利益累計額合計 890,898 938,843 

新株予約権 － 6,343 

純資産合計 21,978,406 21,521,483 

負債純資産合計 28,328,450 27,873,079 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 3,191,863 3,318,351 

売上原価 2,137,604 2,184,964 

売上総利益 1,054,258 1,133,386 

返品調整引当金繰入差額 2,504 209,574 

差引売上総利益 1,051,754 923,812 

販売費及び一般管理費 979,752 1,097,233 

営業利益又は営業損失（△） 72,002 △173,420 

営業外収益    

受取利息 458 401 

受取配当金 8,293 10,893 

受取賃貸料 7,177 7,621 

その他 6,811 6,156 

営業外収益合計 22,742 25,073 

営業外費用    

支払利息 3,116 3,028 

株式交付費 － 5,925 

賃貸収入原価 2,064 2,132 

その他 163 124 

営業外費用合計 5,345 11,211 

経常利益又は経常損失（△） 89,398 △159,558 

特別利益    

固定資産売却益 14 1,418 

特別利益合計 14 1,418 

特別損失    

固定資産除却損 292 64 

特別損失合計 292 64 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
89,121 △158,204 

法人税、住民税及び事業税 23,327 19,064 

法人税等調整額 △1,122 1,291 

法人税等合計 22,204 20,355 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 66,917 △178,560 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
66,917 △178,560 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 66,917 △178,560 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 161,776 43,725 

退職給付に係る調整額 △63,122 4,218 

その他の包括利益合計 98,653 47,944 

四半期包括利益 165,571 △130,615 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 165,571 △130,615 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
89,121 △158,204 

減価償却費及びその他の償却費 300,562 75,029 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,502 53,339 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,598 5,011 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △109,893 △7,513 

賞与引当金の増減額（△は減少） △220,402 △184,517 

返品調整引当金の増減額（△は減少） 2,504 209,574 

受取利息及び受取配当金 △8,752 △11,294 

受取賃貸料 △7,177 △7,621 

支払利息 3,116 3,028 

売上債権の増減額（△は増加） 701,004 △132,591 

たな卸資産の増減額（△は増加） △82,624 133,654 

仕入債務の増減額（△は減少） △119,002 △365,042 

その他 374,641 290,234 

小計 929,197 △96,915 

利息及び配当金の受取額 8,643 11,407 

賃貸料の受取額 7,177 7,621 

利息の支払額 △3,133 △3,049 

法人税等の支払額 △37,951 △46,223 

営業活動によるキャッシュ・フロー 903,934 △127,159 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △15,678 △23,371 

有形固定資産の売却による収入 44 － 

無形固定資産の取得による支出 △82,000 △167,355 

投資有価証券の取得による支出 △2,447 △200,355 

貸付金の回収による収入 534 435 

投資活動によるキャッシュ・フロー △99,548 △390,648 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △20,829 △14,580 

自己株式の取得による支出 － △89 

配当金の支払額 △293,164 △301,555 

その他 － 417 

財務活動によるキャッシュ・フロー △313,993 △315,808 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 490,392 △833,616 

現金及び現金同等物の期首残高 10,446,666 11,782,287 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,937,058 ※ 10,948,671 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

現金及び預金勘定 9,912,069千円 10,523,333千円

有価証券（に含まれるＭＭＦ） 1,024,989 1,025,337

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △600,000

現金及び現金同等物 10,937,058 10,948,671

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 332,566 20 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 332,560 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
4円2銭 △10円74銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

66,917 △178,560

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（千円）

66,917 △178,560

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,628 16,627

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

        平成27年８月７日

株式会社 昭 文 社    

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人 トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 水 野  裕 之   印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 中 島  達 弥   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭文

社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４月１日

から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭文社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


	カバー目次
	【表紙】
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
	【注記事項】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	当年／レビュー報告書

